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非対称地域における垂直的租税外部性と補助金政策

大 野 正 久＊

1 はじめに

我が国では，国は国税，地方自治体は地方税として，様々な課税対象に課税し，公共支出に必要な

財源を徴収している。国税と地方税の課税対象には，地域住民の賃金所得，法人企業の利潤や土地，

そして財・サービスの消費支出などがあげられる。その中で特に，地域住民の賃金所得は国税と地方

税の主要な課税対象の 1つである。

ここで，国税と地方税の課税ベースが同一である場合，すなわち，中央政府と地方政府が同一の課

税ベースに課税する場合，理論的には垂直的租税外部性が生じることが問題となる。垂直的租税外部

性とは，地方税率の引き上げが労働市場に影響を及ぽし，課税ベースである賃金所得が変化すること

によって，国の税収に影響を及ぼすという国と地方の租税に関する外部性である。この外部性はJohn幽

son (1988）において，はじめて提唱された概念である。

垂直的租税外部性についてのこれまでの研究では，同質的な地域を想定した分析が多くなされてい

る。ところが，実際には課税ベースである賃金所得が地域間で異なっているので，地域間で所得水準

が異なる要因の 1つである民間企業の財の生産技術の差異も考慮して，垂直的租税外部性について検

討することが必要である。また，現状においては，租税外部性が存在するだけでなく，地方政府によ

る公共支出からのスピルオーバー効果も存在していると考えられる。

そこで，本稿では，地域間で民間企業の財の生産技術が異なる枠組みにおいて，垂直的租税外部性

と公共支出についてのスピルオーバー効果が存在する状況の下で，このような2つの外部性を内部化

する補助金政策について検討する。

垂直的租税外部性に関するこれまでの研究にBoadwayand Keen (1996), Dahlby and Wilson 

(2003), Kotsogiannis and Martinez (2008）などがある。 Boadwayand Keen (1996）では，垂直

的租税外部性の内部化に向けた移転政策について分析している九彼等は，各地方政府が垂直的租税外

部性を考慮せずに地方税率を決定するため，税源についての限界コストを過少に評価し，地方税率が

過大な水準に決定される状況を示し，この状況に対して，中央政府は各地域住民への補助金として移

転政策を行使することで，効率的な資源配分が実現することを示している九

＊九州大学大学院経済学府博士後期課程

1）垂直的租税外部性についての既存研究のサーベイとして， Keen(1998）及び、Dahlby(1996）がある。
2 ) Boadway et al. (1998）では，垂直的租税外部性に関する分析を行っており， Boadwayand Keen (1996）と同様
に，地方政府は地方税率の引き上げが賃金所得を減少させ，国の税収を減少させるということを考慮せずに意思決定す

るため，地方税率が過大な水準に決定されることを示している。
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Dahlby and Wilson (2003）では，中央政府と地方政府が住民の賃金所得と民間企業の利潤に対し

て課税する状況において，労働需要の賃金率弾力性を考慮して，垂直的租税外部性について分析を行っ

ている。これまでの垂直的租税外部性についての研究では，地方税率の引き上げは課税ベースを減少

させ，国の税収を減少させるものであった。ところが， Dahlbyand Wilson (2003）では，労働需要

の賃金率弾力性が非弾力的な場合には，地方税率の引き上げは課税ベースを増加させ，国の税収を増

加させることを示している。

Kotsogiannis and Martfnez (2008）で、は， Boadwayand Keen (1996）のモデルをベースに， Dahlby

and Wilson (2003）を参考にして，垂直的租税外部性の内部化に向けた政府間移転政策について，労

働需要の賃金率弾力性を考慮、して分析している。その結果，労働需要の賃金率弾力性が弾力的な場合，

地方税率の引き上げが課税ベースを減少させ，地方政府が地方税率を過大な水準に決定する状況に対

して，中央政府は各地域住民へ補助金として移転政策を行使することで，地方政府に地方税率引き下

げのインセンティブを与え，効率的な資源配分が実現することを示している。しかしながら，労働需

要の賃金率弾力性が非弾力的な場合には，地方税率の引き上げが課税ベースを増加させ，地方政府が

地方税率を過少な水準に決定する状況になるので，中央政府は各地域住民の労働所得課税として移転

政策を行使することで，地方政府に地方税率引き上げのインセンティブを与え，効率的な資源配分が

実現することを示している。

このような垂直的租税外部性についての先行研究では， Dahlbyand Wilson (2003）を除き，中央

政府が移転政策にコミットできる場合を想定して分析している九そして，同質的な地域を想定し，垂

直的租税外部性のみが存在する状況での中央政府による移転政策について検討している。

そこで，本稿では， Boadwayand Keen (1996）のモデルを参考にして，地域間で民間企業の財の

生産技術が異なるという非対称的な地域を想定し，垂直的租税外部性のみでなく，公共支出について

のスピルオーバー効果も存在する状況の下で，これらの外部性を内部化する補助金政策について検討

する。

なお，補助金政策について， Boadwayand Keen (1996）での移転政策とは異なり，本稿では，中

央政府はある国税率で各地域住民の労働供給に対して課税し，各地域からの国税を財源として，各地

方政府の公共支出に対する補助率を決定し，補助金を支給するというしくみの補助金政策を想定して

いる九これは例えば，公共事業や教育など事業ごとに公共支出に対する補助率が決められており，残

りの部分は地方自治体が負担するという国庫支出金のような補助金政策を反映している。

このような状況を想定した上で，補助金政策に関する分析を行い以下の結果が得られる。

まず第1に，政府間移転の増加は最適地方税率を低下させるというBoadwayand Keen (1996）の

結果とは逆に，地方政府の公共支出に対する補助率の引き上げは，その地方政府により決定される最

適地方税率を上昇させることを示している。

3) Wildasin (1997), Caplan (2000), Kothenbtirger (2004），大野（2006),Akai and Sato (2008）では，地方公共
財供給に伴うスピルオーバー効果や租税外部性が存在する状況において，中央政府が補助金政策や移転政策にコミッ

トできない場合の地方政府による政策決定を分析している。

4）歳出の一定割合について中央政府が地方政府に補助するときに用いられる補助金は定率特定補助金と呼ばれる。定
率特定補助金及びその他の種類の補助金については堀場（1999）を参照。
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第2に地域間で民間企業の財の生産技術が異なる非対称的な地域を想定し，垂直的租税外部性と公

共支出に伴うスピルオーバー効果の 2つの外部性が存在する状況においても，中央政府が補助金政策

にコミットできる場合には，ファーストベストな資源配分が実現することを示している。

第3に公共支出に伴うスピルオーバー効果が増大すると最適補助率は上昇し，国税率の引き上げに

より垂直的租税外部性が増大すると，最適補助率は低下することを示している。

そして，第4に最適補助率の水準は，民間企業の財の生産技術が高い地域の方が生産技術が低い地

域よりも高い水準となることを示している。

次節ではモデ、ルの定式化を行う。 3節では労働市場の分析を行い， 4節ではファーストベスト解を

導出する。 5節では地方政府による政策決定についての分析を行い， 6節では中央政府による政策決

定を分析し，均衡を導出する。そして，最後の7節では，本稿のまとめ及び今後の課題について述べ

る。

2 モデル

地域1と地域2の2地域から構成される 1国を想定する。各地域には地方政府が存在し，また， 1 

国を統治する中央政府が存在する。各地域には，同質的な住民が存在し， 1社の民間企業が存在する。

ここで， 2地域の人口は同一であり， 1に基準化されているとする。各地域の住民は，白地域内の民

間企業に労働を供給し，賃金所得を得る。一方，民間企業は白地域の住民から労働を需要し，私的財

を生産する。民間企業の財の生産技術は地域1の方が地域2よりも高いとする。中央政府と地方政府は

住民の得る賃金所得に対して課税する。中央政府は各地域から国税を徴収し，その財源で各地域の地

方政府に補助金を給付する。各地域の地方政府は白地域から地方税を徴収し，さらに，中央政府から

給付される補助金を財源として，公共支出を行う。ここで，公共支出による便益は，白地域のみでな

く，他地域にも波及するとする。

まず，各地域の住民と民間企業について説明する。そして，各地域の地方政府と 1国を統治する中

央政府について説明する。

地域 iの住民

地域 jの住民は私的財を消費し，各地域の地方政府の公共支出から便益を得る。そこで，地域iの

代表的住民の効用関数を次のように表す。

U;=X；一子＋仰十勾J (1) 

効用関数（1）式において， X；は地域iの代表的住民の私的財消費量を表す。私的財はニュメレール財と

する。んは地域 iの代表的住民の労働供給量を表し，（1）式の第2項は労働供給による不効用を表す。。

は地方政府の公共支出に対する評価パラメーターを表し， O＜θく1とする。 g；は白地域， gjは他地域

の地方政府が行う公共支出を表す。 Aはスピルオーバー効果を表し， 0くAく1とする。したがって，（1)

式の第3項は，各地域の地方政府の公共支出から得られる便益を表している。
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ここで，次の仮定をする。

1く（1+ ll）θ (2) 

仮定（2）式は公共支出についての限界便益が1よりも大きいことを意味している。

地域 iの民間企業の利潤は，地域iの住民に配当として還元されるものとする。地域 iの代表的住

民は，賃金所得から各政府からの課税を差しヲ｜いた可処分所得と民間企業の利潤の配当をもとに，私

的財を消費する。

したがって，地域tの代表的住民の予算制約式は次のように表される。

Xiニ（wi-rJ!i十店 (3) 

ここで， ri=ti+tcとする。

(3）式において，卸zは地域iの労働市場における賃金率を表すO tiは地域iの地方税率， tcは国税率

を表し， rl=ti+ tc）は各政府からの課税率の和を表す。（3）式の第2項のわは，地域iの民間企業の利

潤を表す。

地域iの代表的住民は，予算制約式（3）式の下で，効用を最大化する労働供給量を決定する。

地域 iの民間企業

各地域の民間企業は，白地域住民からの労働を投入要素として私的財を生産する。ここでの私的財

はニュメレール財とする。この私的財は，地方公共財や住民の消費する私的財の生産に利用される。

地域iの私的財の生産量を釣と表し，民間企業の生産関数を次のように表す。

Yi＝（αtーをのti (4) 

(4）式において， 0くんくaiの範囲では dyJdli >O, d2yJ dl7くOは成立する。市は地域iの民間企業の

生産技術ノfラメーターを表し，地域1の方が地域2よりも高い水準（a1＞α2）であるとする。

したがって，地域iの民間企業の利潤は次のように表される。

応ニ（αtーすか wdi (5) 

(5）式の右辺第1項は，地域iの民間企業が私的財の生産，販売により得られる収入を表し，第2項

は労働供給を行う住民への賃金支払いを表す。地域iの民間企業は， 0くんく山の範囲において，利潤

めを最大化する労働需要量を決定するとする。

地域 iの地方政府

地域iの地方政府は地方税率tiで住民の労働供給に対して課税し，地方税を徴収し，さらに，中央

政府から支給される補助金を財源に公共支出を行う。したがって，地域iの地方政府の予算制約式は

次のようになる。

gi=tdi＋αigi (6) 

(6）式において，左辺は地域 iの地方政府の公共支出を表しており，右辺の αzは地域iの地方政府の

公共支出giに対する補助率を表す。よって，（6）式の右辺第1項は地域iの地方税収を表し，第2項は
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中央政府が給付する補助金を表している。

地方政府は予算制約式（6）式の下で，白地域の厚生協（＝u；） を最大化する白地域の地方税率 t；を決

定する。

中央政府

中央政府は，国税率九で各地域住民の労働供給に対して課税し，国税を徴収し，その財源で各地域

の地方政府に補助金を与える。したがって，中央政府の予算制約式は次のようになる。

α1g1＋α2g2= tel1 ＋んん (7) 

ここで，国税率んは外生変数とする。（7）式の左辺は，各地方政府への補助金給付による中央政府の

支出を表し，右辺は各地域から国税を徴収することによる税収を表す。

中央政府は予算制約式（7）式の下で， 2地域の厚生の和である社会厚生SW(=Wi十協）を最大化す

る各地方政府の公共支出に対する補助率ιを決定する。

ゲームの流れは次のようになる。まず，中央政府が各地域の地方政府の公共支出に対する補助率ι

を決定する。その後，各地域の地方政府が同時に白地域の地方税率んを決定する。それにより，地方

政府の予算制約式から，各地域の公共支出 g；が決定される。そして，各地域の労働市場において，賃

金率 W；と労働供給量んが決定される。したがって，タイムラインは図1のように示される。

中央政府

補助率向の決定

地方政府

地方税率むの決定

（→公共支出gi決定）

労働市場

労働供給量l.iの決定

賃金率向の決定

図1.タイムライン

3 労働市場

3.1 市場均衡

ここでは，労働市場におりる均衡について分析する。地域iの代表的住民は，賃金率的を所与とし

て，予算制約式（3）式の下で，効用関数（1）を最大化する労働供給量を決定する。したがって，地域iの

代表的住民の労働供給についての一階条件は次のようになる。
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d包乙ニw;-r;-l;=O
dl; 

(8) 

(8）式より，地域tの代表的住民の労働供給関数は， lfを労働供給関数とすると次のようになる。

ZJ=w；ーじ (9) 

一方，地域 jの民間企業は賃金率似を所与として，利潤（5）式を最大化する労働需要量を決定する。

したがって，地域iの民間企業の労働需要についての一階条件は次のようになる。

_d!Ii_ニ a;-l；一助＝0 (10) 
dl; 

(10）式より，地域iの民間企業の労働需要関数は， l1を労働需要関数とすると次のようになる。

l1＝α； W; (11) 

地域iの労働市場における均衡賃金率は，図2のように労働供給量nと労働需要量 l1が一致(lf=
めするE点で決定される。

なJi

lf 
α4 

Ti 

率w. 
'I 

。 αt 

図2

したがって，（9）式とω式より，均衡賃金率と均衡労働供給量はそれぞれ次のようになる。ここで，
均衡賃金率を ωれ均衡労働供給量を nと表す。

＊刀↓r・
W；二一一」 ω 
2 

tr＝生す ω 

3.2 比較静学

ここでは，課税率むの上昇が，労働市場の均衡，住民の私的財消費，そして国の税収のそれぞれに

どのような影響を及ぽすかについて検討する。また，民間企業の生産技術の差異が労働市場の均衡に

どのような影響を及ぽすかについて検討する。

まず，課税率じの上昇が均衡賃金率に及ぼす影響は（12）式より次のようになる。

dw干 1
一一÷ニ >O 
dr; 2 

、、‘，，，
a
A
1
 

噌
E
E
A

’’E
t

‘、
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また，課税率れの上昇が均衡労働供給量に及ぼす影響はω）式より次のようになる。
dlt 1 
＝一一＜O (15) 
dr; 2 

したがって，地域iにおいて課税率じが上昇すると，均衡賃金率は上昇し，均衡労働供給量は減少

することがわかる。図3のように，課税率がれから r；に上昇すると，労働供給曲線は行からnにシ
フトする。その結果，均衡はE点から E＇点に移り，均衡賃金率は wtから wt'に上昇し，均衡労働供

給量は仔から fγ に減少することになる。

Wi 

α4 

叫’
ω？ 
r[ 

Ti 

」石
色

図3

eu－－’b ’’’hu 

αt 

f 

これは，課税率が上昇すると，住民は労働供給を維持するために，より高い賃金率を要求するが，

民間企業にとっては，労働需要を維持するためには，より高い賃金率でなければならないので，労働

需要を減少させる誘因がはたらくことになる。その結果，課税率の引き上げにより，均衡賃金率は上

昇し，均衡労働供給量は減少することになる。

民間企業の財の生産技術の違いが労働市場に及ぽす影響については次のようになる。図4のように

ぬ＞ぬより，地域1の民間企業の労働需要曲線が地域2の民間企業の労働需要曲線よりも上方に位置

することになる。したがって，生産技術の高い地域1の方が地域2よりも，均衡賃金率の水準は高く

(wt>wn，均衡労働供給量も高い水準(lt>U)となる。
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これは，財の生産技術が高くなると，民間企業はより多くの労働を需要することが可能となるため

に，生産技術の水準が高い地域1の方が生産技術の水準が低い地域2よりも均衡賃金率と均衡労働供

給量が高くなると解釈できる。

課税率。の号｜き上げが住民の私的財消費へ与える影響は次のようになる。ここで， d は労働市場均

衡における住民の私的財消費量を表す。

dxf dl宇 ＂＇dl宇土 dtr
一一一二α一~－n__!:__-n－τ一一－
dr; ' dr; ; dr; ; dr; ）
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h
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(16）式の第1項と第2項は，課税率れの引き上げが均衡労働供給量を減少させ，民間企業の収入を減

少させる効果を表す。（16）式の第3項と第4項は，課税率むの引き上げが，住民が政府に支払う税金に

与える影響を表す。ここで，課税率の引き上げにより，住民の税金が増大する効果と均衡労働供給量

が減少し住民の税金が減少する効果の2つの効果が存在する。

(16）式を（13）式とω式を用いて具体的に求めると次のようになる。
dxf 3 
dr;一＝－-.reα；－r；）く0 (17) 

したがって，課税率。の引き上げは，住民の私的財消費を減少させることがわかる。

次に垂直的租税外部性について分析する。地域iからの国の税収を九と表す （R；＝んtr）。課税率む

の引き上げが，国の税収R；に与える影響は次のようになる。

dRi dl干 1
一一ーと＝fc一一二一二－ LくO
dr，・ cdr; 2 C ）
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したがって，地域 iの課税率の引き上げは，地域iからの国の税収を減少させることがわかる。こ

れは，地域iの課税率が上昇すると，課税ベースである均衡労働供給量が減少することで，地域 jか

らの国の税収が減少すると解釈できる。
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4 ファース卜ベスト

労働市場を前提として，課税率じで各地域の住民の労働供給に対して課税し，各地域からの税収に

より，各地域の公共支出が行われる状況を考える。このとき，社会厚生 SW(=Wr十日生）を最大化する

課税率むを求める。そこで，次の間題を考える。

「 1ヰ2 、「 I本2 1 

ill§J-X S叫ん＝1xtT＋θ（g1刊のH+1xt 」~＋ θ（の十羽）｝

s.t. xt=(wt-r;)n＋π？ 

g1十g2=r1lt + rzlf 
この問題の一階条件を整理すると，次の条件が得られる。

( dlt 1 dxt * dlt 
(1 +il)B1 tr+ r.一一｝＝一一一＋l一一 仰）l ' dr; J dr; ; dr; 

(19）式の左辺は，課税率 cの引き上げが公共支出を増加させ便益を増加させる効果を表し，課税率む

の限界便益を表す。（19）式の右辺は，課税率れの引き上げが住民の私的財消費に及ぼす影響と労働供給

による不効用に及ぼす影響を表し，課税率じの限界コストを表す。

条件（19）式より，（13）式，（15）式，仰式を用いることでファーストベスト解は次のように求められる。こ

こで，地域iのファーストベスト解を r[Eとおく。

rFB_ a;{l-(1十;i)B} 
i - 1-2(1+il)B 

二階条件は仮定（2）式より次のように満たされる。

(? SW( ri, r2) 1 
二一一（1+il)Bく0ad 2 

02SW（れ，r2)02SW（九rz) ( 02SW(r1,rz) 12＂ハ。d ad l arr arz J ,,, v 

(20) 

また，地域Iと地域2のファーストベスト解を比較すると，（20）式より α1＞α2から， d'B>r{Bとなる

ことがわかる。すなわち，民間企業の財の生産技術が高い地域1の方が生産技術の低い地域2よりも，

ファーストベストにおける課税率は高い水準となる。これは，ファーストベスト解の一階条件（19）式よ

り，地域1の方が地域2よりも民間企業の財の生産技術が高いため，課税率についての限界便益（（19)

式左辺）が高くなるからである。

5 地方政府による政策決定

地域 jの地方政府は，地方税率 t；で白地域住民の労働供給に対して課税し，この地方税収と中央政

府により給付される補助金を財源に公共支出を行う。

このとき，地域tの地方政府は中央政府により決定される公共支出に対する補助率ιと他地域j（ヰ

i）の公共支出 gjを所与として，さらに労働市場の均衡を読み込んだ上で，白地域の厚生院を最大化
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する地方税率んを決定する。ここで，補助率ぬの水準について次のように仮定する。

1－θく仏く1 町、‘，
a
，，，
噌
E
E
A

0
7

，“
 ，，
，
E

・‘、、

仮定（2D式は，中央政府は正の外生的な国税率で各地域の住民の労働供給に対して課税し国税を徴収

するため，公共支出に対して正の補助率を設けて，各地域の地方政府に補助金を給付することを意味

する。

地域iの地方政府の問題は次のようになる。

7*2 

m?.-x院ニxt-T+e(gi＋必）

s.t. xt=(wt-ri)lt＋π？ 

gi=Ut＋αigi 

この問題の一階条件を整理すると，次の条件が得られる。

( l宇 ti dlt dri I dxt dr・ 古 dltdri 
θ｛一~＋一一一一一一一一一｝ニ一一一一一ーと＋ l干
ll－ι 1一品 dridti J dri dti i dri dti ）

 

q
f
u
 

q
f
u
 
（
 

条件ω式の解釈はファーストベスト解の条件と同様に解釈できる。
条件ω式より，ω式，ω式，（17）式を用いることで地域jの最適地方税率が次のように求められる。こ
こで，地域iの最適地方税率を刀とおく。

＇.－（仏ーん）（ 1一品－fJ) (23) 
1αi 2θ 

(23）式は，中央政府が決定する補助率に対する地域tの地方政府の最適反応を表している。

最適地方税率 trについての二階条件は，仮定ω式より次のように満たされる。
d2Wln 2() 
ヮ＝1－くO
dt1 l－ι 

補助率砧の変化が最適地方税率trに及ぼす影響は，次のように求められる。
dtr _ e（命－t.)
一一一 c 2 >O 
d砧（1－αi-2θ）

A山
w
nyzu 

，，，
 
．．
 
‘、．

地域 iの補助率砧が上昇すると，図5のように，地方税率 tiについての限界便益がMBから MB'

にシフトするために，地域iの最適地方税率がtrからげに上昇することになる。
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したがって，次の命題が得られる。

- 29 

命題1 地域tの公共支出に対する補助率の引き上げは，地方政府により決定される最適地方税率を

上昇させる。

命題1は，地域tにおいて補助率が上昇すると，地方税率を限界的に引き上げたときの公共支出の

増加分がより増大するために，地方税率を引き上げるインセンティプを地方政府に与えるために最適

地方税率は上昇すると考えられる。

Boadway and Keen (1996）では，命題1とは異なり，政府間移転の増加は最適地方税率を低下さ

せることを示している。これは，彼等のモデ、ルでは一括の政府間移転を想定しているため，政府間移

転の増加は地方税収を増加させ，それにより地方政府に地方税率引き下げのインセンティブを与える

からである。

しかしながら，本稿ではBoadwayand Keen (1996）とは異なり，中央政府は地方政府の公共支出

に対する補助率を操作し，補助金を各地方政府に給付する状況を想定している。これにより，補助率

の上昇は地方税率についての限界便益を増大させることになるために， Boadwayand Keen (1996) 

とは異なり，地方政府に地方税率引き上げのインセンティブを与えることになる。

次に公共支出に伴うスピルオーバー効果と垂直的租税外部性が地方政府による政策決定にどのよう

な影響を及ぼすかについて検討する。

中央政府が補助金を給付しない（α戸 0）ときの最適地方税率についての一階条件は，条件（22）式より

次のようになる。

( * dlt) ぷγ宇＊ dl宇
B」tr+ t；一一一｝＝一一-1._+l1一一一l ' i dri ) dri ' dr; 

、、EE
，，
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h
d
 

q
F白
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条件（25）式とブアーストベスト解についての一階条件（19）式を比較すると，条件（25）式の地方税率の限界

便益には，スピルオーバー効果と垂直的租税外部性が考慮されていないことがわかる。

したがって，地方政府はスピルオーバー効果を考慮せず、に地方税率を決定するため，地方税率の限

界便益を過少に評価してしましh 地方税率が過少な水準に決定される可能性がある。

さらに，地方政府は垂直的租税外部性を考慮せずに地方税率を決定するため，地方税率の限界便益

を過大に評価してしまい，地方税率が過大な水準に決定される可能性もある。

6 中央政府による政策決定

6.1 公共支出に対する補助率の決定

中央政府は，国税率んで各地域の住民の労働供給に対して課税し，その財源で各地域の地方政府に

補助金を与える。ここで，中央政府は各政府の予算制約式の下で，各地域の地方政府の最適反応を読

み込んだ上で，社会厚生 SW(=W1十日号）を最大化する補助率ιを決定する。そこで，次の問題を考

える。
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吟Xsw={xt一子＋θ（g1刊の）}+{xt一手＋θ（の＋M1)} 

s.t. xt=(wt ri)n十π？
giニ mr＋αigi
α1g1十α2g2=tclt十んは

この問題の一階条件を整理すると，次の条件が得られる。

( dr・ dlt dri 1 dx1 dr. * dlt dri (1 + 1t）θi n－~i-+r一一一一｝＝ ____£{_+ l一一一一
l i dαz 'dri d仏 J dri dai i dri di.αt 

(26) 

条件。。式より，（13）式，（15）式，（17）式， ω式を用いることで地域iの最適補助率が次のように求められ
る。ここで，地域iの最適補助率を α？とおく。

本＿tc + ,k-2 ()tc(l + i¥) 
>O m - all +il) 

最適補助率α？の符号については，仮定（2）式より，。。式右辺の分子は正となるのでぱ＞Oとなる。

）
 

門
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最適補助率α？についてのこ階条件は仮定（2）式より，次のように満たされる。

cJ2SW（αじぬ） 8（αz t,) om =(1 2(1 + il) 8) (l －ι－f6)2く0
cJ2 SW（αしα，2)a2swcαI，ぬ） r a2swcαI，ぬ）]2＇ハ
oar oa~ l aα10Q包 J/ V 

最適補助率α？における課税率は，（27）式を地域iの地方政府の最適反応ω式に代入することによって
次のように求められる。ここで，最適補助率における地域 iの課税率を rtとおし

T本＿ai{l -(1十i¥)8}
i - 1-2(1 +il）θ (28) 

したがって，最適補助率ばにおける課税率げはファーストベスト解がBと一致する。よって，次

の命題が得られる。

命題2 地域 iの公共支出に対する補助率を仰式の水準に決定することで，ブアーストベストが実

現する。

以上より，地域間で民間企業の財の生産技術が異なる非対称的な地域を想定した上で，垂直的租税

外部性と公共支出についてのスピルオーバー効果の2つの外部性が存在する状況においても，中央政

府が補助金政策にコミットできる場合には，ファーストベストな資源配分が達成できることが示され

た。

ここでは，中央政府が社会厚生を最大化するように各地域の公共支出に対する補助率を決定し，か

つ，中央政府が補助金政策にコミットできる状況を想定しているので，このような結果が導出される。

6.2 最適補助率についての比較静学

ここでは，公共支出に伴うスピルオーバー効果の増大が最適補助率に及ぼす影響，そして，垂直的

租税外部性の増大が最適補助率に及ぼす影響について分析する。
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まず，スピルオーバー効果Aの増大が最適補助率α？に及ぼす影響は，（27）式より次のようになる。

dαt _ alai-t〕8 >O (29) dJi. -a7(I ＋ん

また，国税率 tcの引き上げが最適補助率α？に及ぽす影響は， m式より次のようになる。
dαt _1-2θ（1 +Ji.) 

く0 (30) dtc - all+ 11) 

以上より，次の命題が得られる。

命題3 スピルオーバー効果が増大すると最適補助率は高くなり，また，国税率が高くなり，垂直

的租税外部性が増大すると，最適補助率は低下する。

命題3の解釈は次のようになる。まず，スピルオーバー効果が増大すると，地方政府は地方税率に

ついての限界便益をより過少に評価するために，地方税率がより過少な水準に決定されることになる。

そこで，命題1より，中央政府は地方政府の地方税率引き上げのインセンティブを促すために，補助

率を高くすることになる。したがって，スピルオーバー効果が増大すると，最適補助率は高くなると

考えられる。

また，国税率の引き上げにより，垂直的租税外部性が増大すると，地方政府は地方税率についての

限界便益をより過大に評価するために，地方税率がより過大な水準に決定されることになる。そこで，

命題1より，中央政府は地方政府の地方税率引き下げのインセンティプを促すために，補助率を低下

させることになる。したがって，国税率の引き上げにより，垂直的租税外部性が増大すると，最適補

助率は低下すると考えられる。

地域間の生産性の差異が最適補助率α？に及ぽす影響は，。7）式より次のようになる。

dαt -(l+Ji.)tc(I-26(1十Ji.))
>O (3n dai - a7(l + J,.)2 

したがって， a1＞仇より，ぱ＞atとなることがわかる。よって，次の命題が得られる。

命題4 最適補助率の水準は，民間企業の財の生産技術が高い地域の方が生産技術の低い地域より

も高い水準となる。

命題4の解釈は次のようになる。 4節において示されたように，民間企業の財の生産技術の低い地

域2よりも，生産技術の高い地域1の方が課税率についての限界便益が高いために，ファーストベス

トにおける課税率も高い水準となる。それにより，中央政府は各地域においてブアーストベストな課

税率を実現するために，地域1の公共支出に対する補助率を地域2の公共支出に対する補助率よりも

高い水準に決定すると考えられる。
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7 おわりに

本稿では，地域間で民間企業の財の生産技術が異なる状況を想定し，垂直的租税外部性と公共支出

に伴うスピルオーバー効果の 2つの外部性が存在する場合の中央政府による補助金政策についての理

論的分析を行った。そこで，本稿で得られた結果は4つある。

まず，第1に地方政府の公共支出に対する補助率の引き上げは，その地方政府により決定される最

適地方税率を上昇させることが明らかとなった。この結果は，政府間移転の増加は最適地方税率を低

下させるというBoadwayand Keen (1996）の結果とは逆の結果である。これは， Boadwayand Keen 

(1996）では，一括の政府間移転を想定しており，政府間移転の増加は地方税収を増加させ，地方税

率引き下げのインセンティブを地方政府に与えるのに対して，本稿では，中央政府は公共支出に対す

る補助率を操作し，補助金を地方政府に与える状況を想定しており，補助率の上昇は地方税率の限界

便益を増大させ，地方税率引き上げのインセンティブを地方政府に与えるからである。

第2に地域間で民間企業の財の生産技術が異なる非対称的な地域を想定し，垂直的租税外部性と公

共支出に伴うスピルオーバー効果の2つの外部性が存在する状況においても，中央政府が補助金政策

にコミットできる場合には，中央政府は補助率を操作することによって，ブアーストベストな資源配

分を達成できることが示された。

第3に公共支出に伴うスピルオーバー効果が増大すると最適補助率は上昇し，又，国税率が高くな

り，垂直的租税外部性が増大すると，最適補助率は低下することが示された。

この結果についての解釈は次のようになる。スピルオーバー効果が増大すると，地方政府は地方税

率についての限界便益をより過少に評価し，地方税率をより過少な水準に決定することになる。そこ

で，中央政府は地方税率引き上げのインセンティプを促すために，公共支出に対する補助率を上昇さ

せることになる。また，垂直的租税外部性が増大すると，地方政府は地方税率についての限界便益を

より過大に評価し，地方税率をより過大な水準に決定することになる。そこで，中央政府は地方税率

引き下げのインセンティプを促すために，公共支出に対する補助率を低下させることになる。

そして，第4に民間企業の財の生産技術が高い地域の方が生産技術の低い地域よりも課税率につい

ての限界便益が高いために，最適補助率の水準も生産技術の高い地域の方が相対的に高くなることが

示された。

本稿では，中央政府が地方政府の公共支出に対する地域住民の評価を完全に把握することができる

という強い仮定の下で，非対称地域において垂直的租税外部性と公共支出に伴うスピルオーバー効果

の2つの外部性が存在する場合の中央政府による補助金政策について分析している。そこで今後の課

題として，中央政府が地方政府の公共支出に対する地域住民の評価を正確に把握することができない

という，より現実に近い状況を想定して，本稿と同様の問題意識及びモデルの枠組みの下で，中央政

府による補助金政策について検討することが有益であると思われる。
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